Duality of Nested Forest Governance by 井上, 真 et al.
14
特集／アジア・中東における「伝統」・環境・公共性
セッション 1：「伝統」、共同体、環境と公共性
森林ガバナンスにおける入れ子構造の両義性
─インドネシア東カリマンタン州の事例より
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１．熱帯林政策の展開
　多くの熱帯諸国の森林は国有である。そして、第二次世界大戦後、国家の財
産である熱帯林の管理を担ってきたのは森林行政に携わる森林官や民間企業の
林業技術者といった「フォレスター」たちであった。しかし、限られた科学知
に基づく壮大でかつ中央集権的な森林経営実験は、汚職を伴う利権構造の深化
と、森に生活資源を依存する人々（先住民を含む）の存在および権利の軽視や
無視とによって、1970 年代後半には方向転換を余儀なくされた。
　それ以来、今日に至るまで社会林業やコミュニティー林業といった参加型森
林管理が各地で試みられてきた。しかし、技術専門職としての教育を受けてき
たフォレスターたちの思考・行動様式はそう簡単に変わるものではない。その
ため、「森林官症候群（フォレスターズ・シンドローム）」と呼ばれる「樹木を
愛し、人を嫌う」性向を引きずったまま、国際機関や外国ドナーからプロジェ
クト支援を得るための方便として、意志決定などがトップダウンのまま安価な
労働力として地域住民を森林経営に参加させるという、いわば動員型の参加型
森林管理がおこなわれてきた。誤解を避けるために付け加えておくと、行政機
構の最末端に位置づけられる現場のフォレスターたちは、地域住民にとって森
林がいかに重要であるかを理解しているため、国家政策と現場のリアリティと
の板挟み状態にあった。そのような状況の中で、自分の裁量を最大限活用した
柔軟な対応や違法行為の黙認をとおして、フォレスターたちが地域住民との関
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係の維持に腐心していたことは、私自身も聞き取り調査で確認している。
　ともあれ、参加型森林管理がなかなか成功せず、様々な試行錯誤を繰り返
しているうちに、1990 年代後半より熱帯諸国で民主化と地方分権化が進展し
た。この動きは、参加型森林管理のあり方にも大きな影響を与えることになっ
た。それ以前は、少なくとも政策理念上は森林管理の権限を国家から地元住民
へと委譲することを理想としていたのが、地元住民、NGO、地方政府、国家
など多様な利害関係者の間で適度に権限を分担し共有することが理想として語
られるようになった。つまり、森林の「ガバナンス論」が優勢となったのであ
る。実はこれには一つ落とし穴がある。1970 年代後半以降 20 年間にわたる
試行錯誤の原因を「住民参加型森林管理」の困難さに単純化してしまうと、実
際には「真正の住民主体型」森林管理を認めなかった政策の欠陥を隠蔽してし
まうのである。このことは、今後のあるべき森林ガバナンスを設計するうえで
注意する必要があろう。
２．慣習的森林利用とその変容
　このような政策の変遷とは別に、東カリマンタンの先住民たちは焼畑農業を
おもな生業としつつ、民族ごと村ごとの慣習（あるいは明文化されていない慣
習法）にしたがって森林を利用し管理してきた。たとえば、ケニァ（Kenyah）
人のある村では、自分たちの村周辺のテリトリーを、居住地（lepo＇）、農地
（uma）、慣習保留林地（tana＇ ulen）、共用林地（ba＇i）の 4 つに類型化し、ゆ
るやかなルールに基づいて利用・管理してきた。別の村では、いつの頃からか
不明であるが、焼畑農業、狩猟、漁労、森林産物の採集などに関してかなり細
かいルールが発達している（井上，2004：pp. 63-73）。また、バハウ・サ（Bahau 
Sa＇）人のある村にはより多くの土地区分がある。そのうち、村人であれば木
材や非木材森林産物を自由に採集利用することが許されるのが慣習利用林地
（tana belahan）で、慣習法長の指揮の下で長老会議などによって必要と判断
された場合を除いて利用できないのが慣習保全林地（tana mawa）である（井
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上，2001：pp. 220-223）。
　これらのボルネオ先住民による慣習的森林利用は、1970 年頃から企業によ
る資本集約的な森林開発（木材伐採）の影響を被ることになった。「木材革命」
ともいえる木材生産量の急増と経済構造の変化（井上，1994：pp. 119-124）
とともに、先住民は自分たちが利用してきた森林に対するアクセスを次第に
失っていった。そして、1990 年代に森林伐採跡地の劣化した林地を対象とし
て強力に推進された植林やアブラヤシ農園の開発により、先住民たちは土地利
用を閉め出され、危うくライフスタイルの転換（井上，1994：pp. 137-139）
を余儀なくされそうになった。
　ところが、2000 年になって地方分権化と民主化への取り組みが地方におけ
る実際の森林政策で開始されたため、先住民たちは森林資源からの経済的利益
を享受する主体として法制度のなかで位置づけられるようになった。それと同
時に、先住民社会の凝集性が弛緩し、森林への観点の多様化も進展し、慣習的
森林利用・管理を内部から崩す力も無視し得なくなりつつある。
３．入れ子構造の得失
　地方分権型の入れ子構造では、基本的に地方自治体が森林ガバナンスのオー
ガナイザーの役割を果たすことになる。そして、地方自治体では対処が困難な
課題について、それよりもスケールの大きな州、そして最終的には国家が、調
整機能や制御機能を果たすことが想定される。つまり、補完原則に沿った形で
まずは、県―州―国の間の相互の連携や機能分担のあり方をうまく設計する
ことが重要となる。東カリマンタンの西クタイ県では、多様な利害関係者の
参加を通して森林条例の素案や管理計画などがつくられた（井上，2004：pp. 
126-137）が、その後、村レベルでどれくらい実施されたのかは不明である。
県と村との間の森林ガバナンスにおけるよりよい相互連関を実現するような制
度設計が今後の課題である。適切な制度が構築されれば、森林ガバナンスにお
ける入れ子構造はかなり強固なものとなり、持続可能な森林管理にとって有効
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となろう。
　しかし、中央集権型の入れ子構造の下では、スケールの小さなガバナンスの
主体は、より大きな行政単位の下位単位として位置づけられるため、ガバナン
スに関わる人々の利益を損なう可能性がある。2005 年末に公表されたインド
ネシアのアブラヤシ開発計画はまさにその例である。これは、国内外のバイ
オ燃料への需要を満たすことを目的とし、国全体で 300 万 ha のアブラヤシ農
園を新たに造成するという計画である（Wakker, 2006）。この計画で問題とさ
れたのは、カリマンタンとマレーシアの国境沿い 5-10km の幅で世界最大規模
（200 万 ha）のアブラヤシ農園を開発するというくだりである。この計画が実
現されると、熱帯林の生物多様性が破壊されるのみならず、先住民の森林資源
に対する慣習的な権利が奪われることになることを、NGO などが反対キャン
ペーンをおこなって指摘した。そのため国家開発計画庁は、国境沿いのアブラ
ヤシ農園の幅を 100km に拡大することによって適地を選んで農園を造成する
という修正案を出した。また、林業省は森林保護区をアブラヤシ農園に転換す
ることはしないと宣言した。これにより、アブラヤシ農園は「放棄地（abandoned 
areas）」を対象として造成されることになった。しかし、「放棄地」の定義を
決めるのは国家側・開発側であり、先住民による焼畑農業の休閑林が「放棄地」
とみなされる可能性を否定できない。
４．今後の課題
　以上より、地方分権型の入れ子構造がうまく機能する局面では、森林の「協
治」（協働型ガバナンス）の安定状態を保つうえで、また地域の実態と国家政
策とを繋ぎ、また調整するうえで、地方政府がきわめて重要な役割を果たすこ
とが期待される。しかし、持続可能でしかも民主的な森林管理の観点から中央
集権型の入れ子構造が問題を引き起こす局面では、行政単位のスケールに捉わ
れず自由にスケール間を行き来できる非政府のアクタ （ーNGO や学者など）が、
その入れ子構造に楔を打ち込む役割が期待される。いまや我々は、「入れ子構
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造が重要である」と言うだけでなく、入れ子構造の有する両義性に留意しつつ、
その種類や特質をもっと理解し、よりよい入れ子構造の制度設計を検討する段
階に来ているのである。
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